




○添付資料の目次

 

１．経営成績・財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………… 2

（１）経営成績に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 2

（２）財政状態に関する分析 …………………………………………………………………………………………… 3

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 …………………………………………………………… 4

（４）事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 4

２．企業集団の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 5

３．経営方針 ………………………………………………………………………………………………………………… 6

（１）会社の経営の基本方針 …………………………………………………………………………………………… 6

（２）目標とする経営指標 ……………………………………………………………………………………………… 6

（３）中長期的な会社の経営戦略 ……………………………………………………………………………………… 6

（４）会社の対処すべき課題 …………………………………………………………………………………………… 6

（５）その他、会社の経営上重要な事項 ……………………………………………………………………………… 6

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 …………………………………………………………………………… 7

５．財務諸表 ………………………………………………………………………………………………………………… 8

（１）貸借対照表 ………………………………………………………………………………………………………… 8

（２）損益計算書 ………………………………………………………………………………………………………… 10

（３）株主資本等変動計算書 …………………………………………………………………………………………… 12

（４）キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………………………… 14

（５）財務諸表に関する注記事項 ……………………………………………………………………………………… 15

（継続企業の前提に関する注記） ………………………………………………………………………………… 15

（重要な会計方針） ………………………………………………………………………………………………… 15

（会計方針の変更） ………………………………………………………………………………………………… 16

（追加情報） ………………………………………………………………………………………………………… 16

（貸借対照表関係） ………………………………………………………………………………………………… 16

（損益計算書関係） ………………………………………………………………………………………………… 17

（株主資本等変動計算書関係） …………………………………………………………………………………… 18

（キャッシュ・フロー計算書関係） ……………………………………………………………………………… 19

（金融商品関係） …………………………………………………………………………………………………… 20

（有価証券関係） …………………………………………………………………………………………………… 23

（持分法損益等） …………………………………………………………………………………………………… 23

（税効果会計関係） ………………………………………………………………………………………………… 24

（退職給付関係） …………………………………………………………………………………………………… 25

（ストック・オプション等関係） ………………………………………………………………………………… 27

（資産除去債務関係） ……………………………………………………………………………………………… 31

（賃貸等不動産関係） ……………………………………………………………………………………………… 31

（セグメント情報等） ……………………………………………………………………………………………… 32

（関連当事者情報） ………………………………………………………………………………………………… 33

（１株当たり情報） ………………………………………………………………………………………………… 33

（重要な後発事象） ………………………………………………………………………………………………… 34

６．その他 …………………………………………………………………………………………………………………… 35

生産、受注及び販売の状況 ………………………………………………………………………………………… 35

 

- 1 -

不二電機工業(株) (6654) 平成29年１月期 決算短信(非連結)



１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

  ① 全般的概況

 当事業年度におけるわが国経済は、年前半は日本銀行によるマイナス金利政策の導入や欧州をはじめとす

る世界経済の減速懸念を背景に円高・株安が進行しましたが、年後半では米国の経済政策の期待感や企業に

おける輸出や生産活動の持ち直しを受けて、緩やかな回復基調が続きました。

 今後も、個人消費の持ち直しや雇用・所得環境の改善により、景気は緩やかに回復すると予測しておりま

すが、日本銀行のマイナス金利導入による金融市場への影響や中国経済の減速など、景気後退のリスクが懸

念され、その先行きに不透明な状況が続いております。

 このような状況のもとで、当社は、国内では電力や一般産業、電鉄・車両業界、海外では東南アジアや中

近東各国を重点に営業活動を行った結果、鉄道変電設備向けインターフェイスユニットや鉄道車両用戸閉め

検出スイッチが増加しましたが、受変電設備向け遮断器用補助スイッチの減少や中近東の変電設備計画の遅

れにより、落下式故障表示器が低調であったことから、当事業年度の売上高は3,769百万円（前年同期比

5.8％減）となりました。

 利益面におきましては、売上高が前年同期を下回ったことに加え、人件費等の経費が増加したことから、

営業利益は444百万円（前年同期比26.5％減）、経常利益は467百万円（前年同期比25.9％減）、当期純利益

は304百万円（前年同期比23.8％減）となりました。 

 

 

  ② 製品分類別概況

 当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、売上の状況につきましては、製品分類

ごとに記載しております。

（制御用開閉器）

 鉄道車両の保守整備向けに車両用戸閉め検出スイッチが急増しましたが、太陽光発電向け遮断端子台

や受変電設備向け遮断器用補助スイッチが低調であったことから、売上高は1,048百万円（前年同期比

2.4％減）となりました。

（接続機器）

 受変電設備向けに試験用端子が減少し、通信子局向けバリスタモジュールの販売が終息したほか、主

力の端子台も低調であったことから、売上高は1,512百万円（前年同期比6.2％減）となりました。

（表示灯・表示器）

 中近東の変電設備計画の遅れから落下式故障表示器が伸びず、米国鉄道車両用表示灯については、前

年のピーク生産から安定生産へシフトチェンジしたことから、売上高は617百万円（前年同期比11.5％

減）となりました。

（電子応用機器）

 鉄道変電設備向けインターフェイスユニットや変電設備向けカードリレーが増加しましたが、保護リレ

ー用ハイブリッドモジュールやテレフォンリレーが減少したことから、売上高は591百万円（前年同期比

4.3％減）となりました。

 

（次期の見通し）

 次期の経済見通しにつきましては、日本銀行のマイナス金利導入による金融市場への影響や中国経済の減速

が懸念されますが、景気は緩やかに回復すると予測しております。

 当社では、重電機器市場の深耕、一般産業市場の開拓、海外市場の開拓を経営の重点戦略に据え、既存製品

及び新製品の受注・販売強化に努め、売上拡大を目指してまいります。

 また、草津製作所、新旭工場、みなみ草津工場の３工場で、より一層の最適生産体制を確立するとともに、

物流体制の合理化に努め、今後も継続的なコストダウンと利益率の向上を目指してまいります。

 次期の業績は、売上高4,200百万円（前年同期比11.4％増）、営業利益280百万円（前年同期比36.9％減）、

経常利益297百万円（前年同期比36.4％減）、当期純利益201百万円（前年同期比33.7％減）を見込んでおりま

す。

 

（目標とする経営指標の達成状況）

 当社では、企業価値及び株主共同の利益を確保し、または向上させるため、自己資本当期純利益率（ROE）

及び１株当たり当期純利益（EPS）を経営指標とし、ROE 5.0％以上、EPS 80円以上を目標としております。

 当事業年度におけるROE及びEPSは、それぞれ2.9％（対目標数値比42.0％減）、50円37銭（対目標数値比

37.0％減）となりました。

 今後は、６ペ－ジ「経営方針」に基づき、目標数値を達成できるよう努力してまいります。
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（２）財政状態に関する分析 

（資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析）

  ① 資産、負債、純資産

 当事業年度における総資産は、前事業年度末に比べ558百万円減少し、10,835百万円となりました。主な

要因は、現金及び預金の減少1,551百万円、売掛金の減少218百万円、有価証券の増加501百万円、建設仮勘

定の増加794百万円及び投資有価証券の減少347百万円等によるものであります。

 負債は、前事業年度末に比べ152百万円減少し、589百万円となりました。主な要因は、未払法人税等の

減少90百万円及び未払消費税等の減少44百万円等によるものであります。

 純資産は、前事業年度末に比べ405百万円減少し、10,246百万円となりました。主な要因は、別途積立金

の増加100百万円、自己株式の取得558百万円及びその他有価証券評価差額金の増加41百万円等によるもの

であります。

  ② キャッシュ・フロー

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ48百万円増

加し、当事業年度末には763百万円となりました。

 各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。

[営業活動によるキャッシュ・フロ－]

 当事業年度において営業活動による資金の増加は、485百万円（前年同期比21.3％減）となりました。

 主なプラス要因は、税引前当期純利益439百万円、減価償却費243百万円及び売上債権の減少147百万円

であり、主なマイナス要因は、たな卸資産の増加額41百万円及び法人税等の支払額225百万円等によるも

のであります。

[投資活動によるキャッシュ・フロ－]

 当事業年度において投資活動による資金の増加は、323百万円（前年同期は308百万円の減少）となり

ました。

 主な要因は、定期預金の払戻による収入1,600百万円（同預入による支出との純額）、みなみ草津工場

増築工事や金型投資を含む有形固定資産の取得による支出1,166百万円等によるものであります。

[財務活動によるキャッシュ・フロ－]

 当事業年度において財務活動による資金の減少は、760百万円（前年同期比283.3％増）となりまし

た。

 要因は、自己株式の取得559百万円及び配当金の支払額200百万円によるものであります。

 

(キャッシュ・フロー関連指標の推移)

  平成25年１月期 平成26年１月期 平成27年１月期 平成28年１月期 平成29年１月期 

自己資本比率（％） 94.6 93.7 93.6 93.4 94.4 

時価ベースの自己資本比率（％） 57.4 63.9 87.0 76.1 77.2 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年） 
0.3 0.3 0.8 0.2 0.3 

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍） 
215.8 198.0 80.5 279.6 239.9 

（注）自己資本比率            ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 当社は非連結であるため、いずれも単独ベースの財務数値により計算しております。 

※ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動におけるキャッ

シュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、上場以来、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識し、経営成績の向上及び財務体質の強化

を図りつつ、業績に応じた成果配分を継続的に行うことを基本方針としております。具体的には、普通配当を維

持するとともに、記念配当、特別配当をもって、配当性向50％を目標にしております。

 また、内部留保金は企業価値の向上に向けて、生産体制の増強、技術開発力の強化、品質向上、ＩＴ(情報技

術)化、人材育成などの成長投資に引き続き有効活用する所存であります。

 上記の方針及び当期の業績、経営環境などを考慮し、当事業年度の１株当たり期末普通配当を16円とさせてい

ただき、当事業年度の配当金につきましては、年間32円（中間配当16円を実施）の配当を予定しております。

 この結果、当事業年度の配当性向は63.5％、純資産配当率は1.8％となります。

 次期の配当金につきましても、年間32円（中間配当16円）を予定しております。

 なお、当社は「取締役会の決議により、毎年７月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を

定款に定めております。

 

（４）事業等のリスク

当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる

事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判

断上重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しており

ます。

なお、当社はこれらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所

存であります。

本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は決算短信提出日(平成29年３月７日)

現在において判断したものであります。

 

  ① 収益構造

 当社の製品は、電力各社向けを中心とした重電機器市場に依存しているため、電力各社の設備投資動向

が業績に影響を及ぼす可能性があります。

 このため、今後も主力の重電機器市場向け受注の拡大を図るものの、以下の施策を実施することによ

り、収益基盤の多様化による経営基盤の安定化を目指してまいります。

（ア）重電機器市場以外の一般産業市場の開拓、とりわけ鉄道車両市場の開拓を積極的に進めるととも

に、商事部による新たな販売市場の開拓・拡大を目指してまいります。しかし、国内の経済情勢及

び景気動向の影響はもとより、廉価な海外製品流入の拡大等による価格競争の激化により、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。

（イ）中近東、東南アジア及び中国に加え、米国などの海外市場の開拓を推し進めております。しかし、

当該国内の政治、経済情勢及び景気動向によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

  ② 為替変動

 当社は、中近東、東南アジア、中国を中心とした海外市場への積極的な展開をしております。商社経由

を含む海外向け販売比率は総売上高の約12％となります。

 当社では、為替レートの変動による直接的なリスクを回避するため、主に円建てによる販売を実施して

おりますが、円高で推移し続けると海外需要家の購買力減退に繋がり、当社の財政状態及び経営成績等に

悪影響を及ぼす可能性があります。

 また、今後の海外市場への展開において、外貨建てによる販売を実施する際、急激な為替変動が当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。

  ③ 原材料価格の変動

 当社の主要原材料である成形材料は、資源輸出国の経済情勢や国際的な原油（ナフサ）の需給バランス

等により価格が変動しております。

 当社は、収益構造の再構築を課題の一つに掲げ、コスト競争力の強化に継続して取り組んでおります

が、為替や資源輸出国の地政学的リスクによる急激な原材料価格の変動は、当社の財政状態及び経営成績

に悪影響を及ぼす可能性があります。
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  ④ 製品の欠陥

 当社は、顧客及び当社の品質基準を満足する各種製品の安定供給を実施するためＩＳＯ9001の認証を取

得しているほか、必要に応じ米国安全規格（ＵＬ）等製品の安全規格の適合認証も取得しておりますが、

将来、全ての製品について欠陥がなく、また製品の回収、修理等が発生しないという保証はありません。

 また、製造物賠償責任請求について、生産物賠償責任保険（ＰＬ保険）に加入しておりますが、最終的

に負担する賠償額を全て賄えるという保証はなく、当社の財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能

性は皆無ではありません。

  ⑤ 公的規制

 当社は、国内外で事業展開を行うにあたって、各国における通商、為替、租税、特許、環境等様々な公

的規制を受けております。

 当社は、これら公的規制の遵守に努めておりますが、将来これら公的規制を遵守できない場合、また当

社の事業継続に影響を及ぼすような公的規制が課せられる場合、当社の財政状態及び経営成績等に悪影響

を及ぼす可能性があります。

  ⑥ 有価証券等の資産価値変動

 当社の当事業年度末における有価証券及び投資有価証券の合計残高は、1,305百万円と、総資産の約12％

を占めております。

 このうち、債券については、金利の上昇等による債券価格の下落や発行者の信用状況悪化等により、損

失を被る場合があります。また、株式については、投資先の業績不振、証券市場における市況の悪化の影

響等による評価損が発生する可能性があります。

  ⑦ 係争事件等

 現在当社には、財政状態及び経営成績等に悪影響を及ぼす可能性のある係争事件等はありませんが、今

後そのような係争事件等が発生する可能性は皆無ではありません。

  ⑧ 自然災害等

 当社は、すべての生産拠点を滋賀県内に展開しており、琵琶湖西岸断層帯等における地震等の自然災害

や火災等の発生により、生産、販売等の事業活動及び業績に影響を及ぼす可能性があり、事前に必要な安

全対策や早期復旧・事業継続のための対策を講じております。しかしながら、東日本大震災のような大規

模な自然災害、火災等が近畿圏で発生した場合のリスクをすべて回避することは不可能であり、当社の業

績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

  ⑨ 厚生年金基金の特例解散

 当社は、「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）に加入しております。同基金は平成25年６月に成立

した「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法の一部を改正する法律」により、

基金存続に財政面で高いハードルが義務付けられ、適切な掛金の設定、給付及び事務コストの抑制をして

おりましたが、平成31年３月までに新存続基準をクリアーできる確かな対策を立案できない状況と判断

し、平成26年２月20日の代議員会において特例解散の方針を決議いたしました。同基金は特例解散の認可

申請を平成29年９月頃に予定しております。

 同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額につきましては、現時点にお

いては不確定要素が多く、合理的な見積金額は算定できません。

 今後見積金額が判明した場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

 

 

２．企業集団の状況

該当事項はありません。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は1953（昭和28）年の創業以来、60年を超える歴史があり、モノづくり企業として、品質、コスト、納

期など、あらゆる面で顧客の信頼を得ることを経営の基本方針としてまいりました。最近では法令遵守や環境保

全、人権尊重などの観点から、企業倫理の確立と企業の社会的責任（ＣＳＲ）の実践に前向きに取り組んでおり

ます。

当社を取り巻く市場環境は、急激に変化し、ユーザーニーズはますます多様化、複雑化しておりますが、ど

のような状況下にあっても電気制御機器の専業メーカーとして、自ら創意工夫して技術力を高め、ユーザーとと

もに切磋琢磨し、社会のトレンドやユーザーニーズに対応した最良の製品を提供する、“共創共生”の関係こそ

が時代を生き抜くキーワードと考えております。 

環境変化に機敏に対応できる強固な経営体質を確立するため、引き続き新製品開発のスピードアップ、品質

向上、コストダウン、ＩＴ（情報技術）化、人材育成等の重点テーマに経営資源を集中し、「企業は公器」とい

う基本理念のもと、労使一体となって、従業員、得意先、株主、地域社会など、すべてのステークホルダーから

信頼される企業づくりを進める所存であります。

 

（２）目標とする経営指標

当社では、企業価値及び株主共同の利益を確保し、または向上させるため、自己資本当期純利益率（ROE）及

び１株当たり当期純利益（EPS）を経営指標とし、ROE 5.0％以上、EPS 80円以上を目標としております。

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社では、重電機器市場の深耕、一般産業市場の開拓、海外市場の開拓を経営の重点戦略に据え、平成27年２

月（平成28年１月期）から、平成30年１月期に売上高5,000百万円を目標とした中期３ヵ年計画がスタートいた

しましたが、国内では電力会社の設備投資の抑制が継続しており、海外におきましても中近東の電力インフラ設

備をはじめとする案件が低調となり、当社を取り巻く事業環境が著しく変化しております。

 このことから、当社では、平成30年１月期における売上高の目標値を当初の5,000百万円から4,200百万円に修

正しております。

（％表示は、対平成27年１月期増減率）

  平成27年１月期 平成28年１月期 平成29年１月期 平成30年１月期 

 売上高（百万円） 3,754 4,001（6.6％） 3,769（0.4％） 4,200（11.9％） 

 

 重電機器市場の深耕では、発・変電所の新設、更新に向けた受注・販売強化に努めるとともに、一般産業市場

の開拓では、鉄道車両市場向け製品の販売強化や新技術要素をもとにした戦略的開発製品を投入し、新たな市場

創出に取り組んでまいります。 

 また、海外市場の開拓においては、東南アジアや中近東各国をはじめとして、インフラ整備による需要が見込

まれることから、当社製品の採用に向けた販売活動を行ってまいります。

 このほかにも、商事部による新たな販売市場の開拓・拡大を目指すほか、他社との共同開発や業務提携、Ｍ＆

Ａも視野に入れ、今後も持続的成長を図っていく所存であります。

 

（４）会社の対処すべき課題 

 当社の主力市場である電力・重電機器業界は、東日本大震災以降、電力各社の設備投資の抑制が継続してお

り、重電機メーカーは国内市場での落ち込みをカバーするため、海外のインフラ整備事業の受注獲得に向けた動

きを活発にしております。

 このような状況から、当社では、国内外における電力・重電機器市場をさらに深耕しながら、鉄道車両や交通

信号分野をはじめとする一般産業市場においても、受注・販売強化に取り組むとともに、商社機能を有した商事

部が新たな販売市場を開拓・拡大し、収益基盤の多様化を図る必要があると考えております。

 また、他社と差別化する新製品開発のほか、生産設備の自動化や物流業務の効率化の推進に努め、さらなるコ

ストダウンと利益率の向上に取り組んでまいります。

 

（５）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は連結財務諸表を作成していないため、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）に基づく財務諸表を作成するための体制

整備の負担等を考慮し、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表
 

    (単位：千円) 

  前事業年度 
(平成28年１月31日) 

当事業年度 
(平成29年１月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,015,018 3,463,313 

受取手形 ※１ 144,363 135,721 

電子記録債権 197,508 277,037 

売掛金 1,274,553 1,056,387 

有価証券 － 501,187 

製品 138,466 165,915 

仕掛品 357,807 379,590 

原材料 402,576 394,597 

前払費用 7,743 9,506 

繰延税金資産 54,763 42,712 

未収消費税等 － 4,836 

その他 18,770 18,578 

流動資産合計 7,611,570 6,449,385 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※２ 2,472,729 ※２ 2,685,994 

減価償却累計額 △1,570,644 △1,637,681 

建物（純額） ※２ 902,084 ※２ 1,048,313 

構築物 119,870 125,765 

減価償却累計額 △108,472 △111,424 

構築物（純額） 11,397 14,341 

機械及び装置 881,844 921,102 

減価償却累計額 △653,858 △716,882 

機械及び装置（純額） 227,985 204,220 

車両運搬具 20,763 20,861 

減価償却累計額 △14,088 △15,383 

車両運搬具（純額） 6,675 5,478 

工具、器具及び備品 2,677,519 2,615,284 

減価償却累計額 △2,605,326 △2,521,888 

工具、器具及び備品（純額） 72,192 93,395 

土地 ※２ 1,357,427 ※２ 1,357,427 

建設仮勘定 19,333 814,168 

有形固定資産合計 2,597,096 3,537,345 

無形固定資産    

ソフトウエア 21,545 27,861 

その他 1,944 1,806 

無形固定資産合計 23,490 29,667 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,150,999 803,878 

長期前払費用 73 4,001 

その他 10,642 11,009 

投資その他の資産合計 1,161,715 818,890 

固定資産合計 3,782,302 4,385,903 

資産合計 11,393,873 10,835,289 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成28年１月31日) 
当事業年度 

(平成29年１月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 111,941 93,241 

短期借入金 ※２ 150,000 ※２ 150,000 

未払金 67,290 46,232 

未払費用 52,002 55,718 

未払法人税等 124,754 33,924 

未払消費税等 44,524 － 

預り金 6,049 5,882 

賞与引当金 61,725 64,855 

役員賞与引当金 10,560 － 

その他 1,169 1,686 

流動負債合計 630,017 451,540 

固定負債    

繰延税金負債 56,017 60,238 

退職給付引当金 16,996 50,437 

その他 38,804 26,935 

固定負債合計 111,817 137,610 

負債合計 741,835 589,151 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,087,250 1,087,250 

資本剰余金    

資本準備金 1,704,240 1,704,240 

資本剰余金合計 1,704,240 1,704,240 

利益剰余金    

利益準備金 271,812 271,812 

その他利益剰余金    

配当平均積立金 400,000 400,000 

別途積立金 6,850,000 6,950,000 

繰越利益剰余金 404,579 407,250 

利益剰余金合計 7,926,391 8,029,062 

自己株式 △257,984 △816,477 

株主資本合計 10,459,897 10,004,075 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 180,580 222,116 

評価・換算差額等合計 180,580 222,116 

新株予約権 11,559 19,946 

純資産合計 10,652,038 10,246,138 

負債純資産合計 11,393,873 10,835,289 
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（２）損益計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年２月１日 
 至 平成28年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成29年１月31日) 

売上高 4,001,989 3,769,932 

売上原価    

製品期首たな卸高 148,353 138,466 

当期製品製造原価 2,434,726 2,389,170 

合計 2,583,080 2,527,636 

他勘定振替高 2,039 13,813 

製品期末たな卸高 138,466 165,915 

製品売上原価 ※１ 2,442,574 ※１ 2,347,908 

売上総利益 1,559,415 1,422,024 

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 37,383 34,911 

荷造運搬費 76,431 64,738 

役員報酬 76,920 66,090 

給料 303,847 317,085 

賞与 84,570 88,350 

賞与引当金繰入額 34,741 37,551 

役員賞与引当金繰入額 10,560 － 

退職給付費用 29,969 34,810 

法定福利費 60,525 61,111 

賃借料 7,077 7,072 

支払手数料 55,873 75,463 

租税公課 24,007 26,565 

減価償却費 27,171 27,294 

その他 125,059 136,292 

販売費及び一般管理費合計 ※２ 954,139 ※２ 977,336 

営業利益 605,276 444,687 

営業外収益    

受取利息 6,153 3,872 

有価証券利息 1,170 1,009 

受取配当金 8,103 9,747 

受取賃貸料 3,618 3,485 

助成金収入 6,918 4,828 

その他 1,510 2,641 

営業外収益合計 27,473 25,584 

営業外費用    

支払利息 2,212 1,930 

支払手数料 － 735 

その他 － 166 

営業外費用合計 2,212 2,832 

経常利益 630,537 467,440 

特別損失    

固定資産除却損 ※３ 1,056 ※３ 116 

投資有価証券評価損 3,973 － 

製品補償損失 19,911 － 

退職給付制度改定損 － 27,438 

特別損失合計 24,941 27,555 

税引前当期純利益 605,595 439,885 

法人税、住民税及び事業税 209,108 131,586 

法人税等調整額 △2,637 4,190 

法人税等合計 206,471 135,776 

当期純利益 399,124 304,108 
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【製造原価明細書】

   
前事業年度

（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 材料費   1,267,235 51.9 1,187,128 49.0

Ⅱ 労務費   635,058 26.0 674,680 27.8

Ⅲ 経費 ※１ 538,108 22.1 562,212 23.2

当期総製造費用   2,440,402 100.0 2,424,021 100.0

期首仕掛品たな卸高   352,131   357,807  

合計   2,792,534   2,781,829  

他勘定振替高 ※２ －   13,068  

期末仕掛品たな卸高   357,807   379,590  

当期製品製造原価   2,434,726   2,389,170  

           

 原価計算の方法

原価計算の方法は、組別総合原価計算を採用しております。

 

（注１）※主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

外注加工費 （千円） 150,187 142,821

減価償却費 （千円） 192,726 216,612

工場消耗品費（千円） 43,467 41,073

 

（注２）※他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

固定資産  （千円） － 13,068
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 

資本剰余金
合計 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

配当平均積
立金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 1,087,250 1,704,240 1,704,240 271,812 400,000 6,750,000 303,846 7,725,659 

当期変動額                 

剰余金の配当             △198,391 △198,391 

当期純利益             399,124 399,124 

別途積立金の積立           100,000 △100,000 － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － 100,000 100,732 200,732 

当期末残高 1,087,250 1,704,240 1,704,240 271,812 400,000 6,850,000 404,579 7,926,391 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 
新株予約権 純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

当期首残高 △257,984 10,259,165 145,547 145,547 7,701 10,412,414 

当期変動額             

剰余金の配当   △198,391       △198,391 

当期純利益   399,124       399,124 

別途積立金の積立   －       － 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     35,033 35,033 3,858 38,891 

当期変動額合計 － 200,732 35,033 35,033 3,858 239,623 

当期末残高 △257,984 10,459,897 180,580 180,580 11,559 10,652,038 
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当事業年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

              (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  
資本準備金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金
合計   

配当平均積
立金 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

当期首残高 1,087,250 1,704,240 1,704,240 271,812 400,000 6,850,000 404,579 7,926,391 

当期変動額                 

剰余金の配当             △201,437 △201,437 

当期純利益             304,108 304,108 

別途積立金の積立           100,000 △100,000 － 

自己株式の取得                 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）                 

当期変動額合計 － － － － － 100,000 2,670 102,670 

当期末残高 1,087,250 1,704,240 1,704,240 271,812 400,000 6,950,000 407,250 8,029,062 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 
新株予約権 純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

当期首残高 △257,984 10,459,897 180,580 180,580 11,559 10,652,038 

当期変動額             

剰余金の配当   △201,437       △201,437 

当期純利益   304,108       304,108 

別途積立金の積立   －       － 

自己株式の取得 △558,493 △558,493       △558,493 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）     41,536 41,536 8,386 49,922 

当期変動額合計 △558,493 △455,822 41,536 41,536 8,386 △405,899 

当期末残高 △816,477 10,004,075 222,116 222,116 19,946 10,246,138 
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（４）キャッシュ・フロー計算書
 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成27年２月１日 
 至 平成28年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成29年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 605,595 439,885 

減価償却費 219,898 243,906 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △780 △10,560 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,330 33,441 

受取利息及び受取配当金 △15,427 △14,629 

支払利息 2,212 1,930 

助成金収入 △6,918 △4,828 

有形固定資産除却損 1,056 116 

投資有価証券評価損益（△は益） 3,973 － 

売上債権の増減額（△は増加） △38,220 147,277 

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,272 △41,252 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,314 △18,700 

その他 38,071 △84,175 

小計 798,172 692,410 

利息及び配当金の受取額 15,757 16,198 

利息の支払額 △2,207 △2,024 

助成金の受取額 6,918 4,828 

法人税等の支払額 △201,310 △225,748 

営業活動によるキャッシュ・フロー 617,330 485,664 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △6,700,000 △6,200,000 

定期預金の払戻による収入 6,600,000 7,800,000 

有価証券の売却及び償還による収入 200,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △195,187 △1,166,039 

無形固定資産の取得による支出 △12,607 △9,560 

投資有価証券の取得による支出 △200,584 △100,639 

その他 215 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △308,164 323,760 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △198,293 △200,920 

自己株式の取得による支出 － △559,228 

財務活動によるキャッシュ・フロー △198,293 △760,149 

現金及び現金同等物に係る換算差額 107 △980 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 110,980 48,295 

現金及び現金同等物の期首残高 604,037 715,018 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 715,018 ※ 763,313 

 

- 14 -

不二電機工業(株) (6654) 平成29年１月期 決算短信(非連結)



（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2）仕掛品

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3）原材料

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 定率法

 ただし、平成10年４月１日以降に新規取得の建物（附属設備を除く）、ならびに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15～50年

(2）無形固定資産

 定額法

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上することとしております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を用いた簡便法を適用しております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応

報告第32号 平成28年６月17日)を当事業年度より適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（退職給付引当金）

当社は、平成28年11月１日付けで退職金制度の改定を行い、退職金基礎額の算定方法を変更しました。これに伴

い、退職給付債務が27,438千円増加いたしました。この退職給付債務は過去勤務債務に該当するため、一括償却に

より特別損失として、退職給付制度改定損27,438千円を計上しております。

 

（貸借対照表関係）

※１．期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前事業年度

の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

受取手形 8,664千円 －千円

 

※２．担保に供している資産ならびに担保付債務は、次のとおりであります。

（担保に供している資産）

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

建物 117,500千円 113,033千円

土地 7,828 7,828

合計 125,328 120,861

 

（上記に対応する債務金額）

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

短期借入金 120,000千円 120,000千円

 

３．偶発債務

当社が加入する「京都機械金属厚生年金基金」（総合型）は平成26年２月20日開催の代議員会において特

例解散の方針を決議致しました。

同基金の解散に伴い費用の発生が見込まれますが、解散に伴う費用の金額と業績に与える影響につきまし

ては、現時点においては不確定要素が多く、合理的な見積金額を算定することができません。
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（損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前事業年度 
（自 平成27年２月１日 

  至 平成28年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成28年２月１日 

  至 平成29年１月31日） 

1,063千円 3,516千円 

 

※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

前事業年度 
（自 平成27年２月１日 

  至 平成28年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成28年２月１日 

  至 平成29年１月31日） 

143,526千円 133,526千円 

 

※３．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

建物 783千円   －千円

機械及び装置 38   115

車両運搬具 3   －

工具、器具及び備品 230   0

合計 1,056   116
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 6,669,000 － － 6,669,000

合計 6,669,000 － － 6,669,000

自己株式        

普通株式 370,855 － － 370,855

合計 370,855 － － 370,855

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
当事業 

年度期首

当事業 

年度増加

当事業 

年度減少

当事業 

年度末

提出会社
ストックオプションとして

の新株予約権
－ － － － － 11,559

合計 － － － － － 11,559

 

３．配当に関する事項

 (1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年４月23日 

定時株主総会
普通株式 103,919 16.50 平成27年１月31日 平成27年４月24日

平成27年９月３日 

取締役会
普通株式 94,472 15.00 平成27年７月31日 平成27年10月２日

 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月26日 

定時株主総会
普通株式 107,068 利益剰余金 17.00 平成28年１月31日 平成28年４月27日
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当事業年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 6,669,000 － － 6,669,000

合計 6,669,000 － － 6,669,000

自己株式        

普通株式 370,855 400,067 － 770,922

合計 370,855 400,067 － 770,922

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度

末残高

（千円）
当事業 

年度期首

当事業 

年度増加

当事業 

年度減少

当事業 

年度末

提出会社
ストックオプションとして

の新株予約権
－ － － － － 19,946

合計 － － － － － 19,946

 

３．配当に関する事項

 (1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成28年４月26日 

定時株主総会
普通株式 107,068 17.00 平成28年１月31日 平成28年４月27日

平成28年９月１日 

取締役会
普通株式 94,369 16.00 平成28年７月31日 平成28年10月３日

 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年４月26日 

定時株主総会
普通株式 94,369 利益剰余金 16.00 平成29年１月31日 平成29年４月27日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

現金及び預金勘定 5,015,018千円 3,463,313千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △4,300,000 △2,700,000

現金及び現金同等物 715,018 763,313
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（金融商品関係）

 １．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当社は、資金運用については短期的な預金等及び安全性の高い金融資産に限定し、資金調達について

は、銀行等金融機関からの借入によっております。また、デリバティブを含む投機的な取引は行わない

方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびに金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引相手先の契約不履行リスク）

 営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

 当社は、営業債権について不測の損害が生じないよう、与信管理要領に従い、取引相手先ごとに期日

及び残高を定期的に管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握により、不良債

権の発生防止を図っております。

② 市場リスク（市場価格変動リスク）

 有価証券及び投資有価証券については、国債等安全性と流動性の高い金融商品又は業務上の関係を有

する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

 当社は、当該リスクを回避するため、定期的な時価等の把握などの方法により保有状況を継続的に見

直しております。

③ 流動性リスク（資金調達リスク）

 営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、短期借入金については、主に営業

取引に係る資金調達であり、金利変動のリスクに晒されております。

 当社は、営業債務等について、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注2）．参照）。

 

前事業年度（平成28年１月31日）

 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 5,015,018 5,015,018 － 

(2) 受取手形 144,363 144,363 － 

(3) 電子記録債権 197,508 197,508 － 

(4) 売掛金 1,274,553 1,274,553 － 

(5) 有価証券及び投資有価証券 1,148,999 1,148,999 － 

資産計 7,780,442 7,780,442 － 

(6) 買掛金 111,941 111,941 － 

(7) 短期借入金 150,000 150,000 － 

(8) 未払法人税等 124,754 124,754 － 

負債計 386,695 386,695 － 

デリバティブ取引 － － － 

 

当事業年度（平成29年１月31日）

 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 3,463,313 3,463,313 － 

(2) 受取手形 135,721 135,721 － 

(3) 電子記録債権 277,037 277,037 － 

(4) 売掛金 1,056,387 1,056,387 － 

(5) 有価証券及び投資有価証券 1,203,066 1,203,066 － 

資産計 6,135,527 6,135,527 － 

(6) 買掛金 93,241 93,241 － 

(7) 短期借入金 150,000 150,000 － 

(8) 未払法人税等 33,924 33,924 － 

負債計 277,165 277,165 － 

デリバティブ取引 － － － 

(注1) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3) 電子記録債権ならびに(4) 売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(5) 有価証券及び投資有価証券

株式は取引所の価格に基づいて、債券は取引金融機関等から提示された価格に基づいて算定して

おります。

 負債

(6) 買掛金、(7) 短期借入金ならびに(8) 未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

 デリバティブ取引

該当事項はありません。
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(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成28年１月31日）
当事業年度

（平成29年１月31日）

非上場株式 2,000 2,000

投資事業有限責任組合出資金 － 100,000

 非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「(5) 有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

(注3) 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成28年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

現金及び預金 5,015,018 － － －

受取手形 144,363 － － －

電子記録債権 197,508 － － －

売掛金 1,274,553 － － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があ

るもの
       

国債 － 700,000 － －

合計 6,631,442 700,000 － －

 

当事業年度（平成29年１月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超（千円）

現金及び預金 3,463,313 － － －

受取手形 135,721 － － －

電子記録債権 277,037 － － －

売掛金 1,056,387 － － －

投資有価証券        

その他有価証券のうち満期があ

るもの
       

国債 500,000 200,000 － －

合計 5,432,460 200,000 － －
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（有価証券関係）

その他有価証券

前事業年度（平成28年１月31日現在）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

  (1）株式 441,320 178,726 262,593

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

(2）債券      

国債 703,549 700,223 3,326

  計 1,144,869 878,950 265,919

  (1）株式 4,129 4,255 △125

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

(2）債券      

国債 － － －

  計 4,129 4,255 △125

合計 1,148,999 883,205 265,794

 （注）１．非上場株式（貸借対照表計上額2,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．減損処理を行った有価証券

当事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損

3,973千円を計上しております。

 

当事業年度（平成29年１月31日現在）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

  (1）株式 500,258 183,620 316,637

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの

(2）債券      

国債 702,807 700,032 2,774

  計 1,203,066 883,653 319,412

  (1）株式 － － －

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの

(2）債券      

国債 － － －

  計 － － －

合計 1,203,066 883,653 319,412

 （注）非上場株式(貸借対照表計上額2,000千円)及び投資事業有限責任組合への出資（貸借対照表計上額100,000千円）

については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

 

 

（持分法損益等）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年１月31日現在）
 

当事業年度
（平成29年１月31日現在）

  （千円）  （千円）

① 流動の部     

繰延税金資産     

たな卸資産評価損 14,903   15,258

賞与引当金 20,264   19,904

未払事業税 10,364   3,607

その他 9,231   4,286

繰延税金資産合計 54,763   43,056

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 －   △343

繰延税金負債合計 －   △343

繰延税金資産（△：負債）の純額 54,763   42,712

       

② 固定の部     

繰延税金資産     

未払役員退職慰労金 12,440   8,204

退職給付引当金 5,449   15,363

投資有価証券評価損 819   592

その他 8,855   10,817

繰延税金資産合計 27,565   34,977

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △83,582   △95,215

繰延税金負債合計 △83,582   △95,215

繰延税金資産（△：負債）の純額 △56,017   △60,238

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年１月31日現在）
 

当事業年度
（平成29年１月31日現在）

 

法定実効税率 －   32.83％

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 －   0.61％

住民税均等割 －   1.36％

税額控除 －   △4.77％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －   1.12％

その他 －   △0.28％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －   30.87％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年3月29日に、また、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85

号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法

の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立

したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成29年２月１日以降解消

されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.06％から、回収又は支払が見込まれる期

間が平成29年２月１日から平成31年１月31日までのものは30.69％、平成31年２月１日以降のものについて

は30.46％にそれぞれ変更されております。

 なお、これに伴う影響は軽微であります。

 

（退職給付関係）

前事業年度（自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び中小企業退職金共済制度を採用して

おります。また、京都機械金属厚生年金基金に加入しております。

 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

２．複数事業主制度

 複数事業主制度の厚生年金基金制度（京都機械金属厚生年金基金）への要拠出額は40,588千円でありま

す。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成27年３月31日現在）

年金資産の額   58,075,551千円 

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
  76,550,262千円 

差引額   △18,474,710千円

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合    （平成27年３月分）1.228％ 

(3) 補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高19,024,641千円であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社は、財務諸表上、当

事業年度に特別掛金22,405千円を費用処理しております。

 なお、(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。

 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高

退職給付費用

19,327千円 

20,763千円
 

退職給付の支払額

制度への拠出額

△9,571千円

△13,522千円
 

退職給付引当金の期末残高 16,996千円  

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務

年金資産

213,109千円 

△196,112千円
 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 16,996千円  

 

退職給付引当金

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

16,996千円

16,996千円
 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 20,763千円

 

- 25 -

不二電機工業(株) (6654) 平成29年１月期 決算短信(非連結)



当事業年度（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として、規約型確定給付企業年金制度及び中小企業退職金共済制度を採用して

おります。また、京都機械金属厚生年金基金に加入しております。

 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

２．複数事業主制度

 複数事業主制度の厚生年金基金制度（京都機械金属厚生年金基金）への要拠出額は43,276千円でありま

す。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成28年３月31日現在）

年金資産の額   53,199,104千円 

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
  71,070,389千円 

差引額   △17,871,284千円

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合    （平成28年３月分）1.212％ 

(3) 補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高18,531,033千円であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社は、財務諸表上、当

事業年度に特別掛金23,988千円を費用処理しております。

 なお、(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。

 

３．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高

退職給付費用

退職給付制度改定損

16,996千円 

28,084千円

27,438千円

 

退職給付の支払額

制度への拠出額

△8,302千円

△13,779千円
 

退職給付引当金の期末残高 50,437千円  

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務

年金資産

253,993千円 

△203,555千円
 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 50,437千円  

 

退職給付引当金

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

50,437千円

50,437千円
 

(3) 退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用

退職給付制度改定損

28,084千円 

27,438千円
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：千円）

 

前事業年度

（自 平成27年２月１日

  至 平成28年１月31日）

当事業年度

（自 平成28年２月１日

  至 平成29年１月31日）

売上原価の株式報酬費 118 147

販売費及び一般管理費の株式報酬費 3,740 8,238

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

  2012年度新株予約権 2013年度新株予約権

付与対象者の区分及び

人数

 当社取締役（社外取締役を除く） ３名

 当社従業員（執行役員）     ２名

 当社取締役（社外取締役を除く） ３名

 当社従業員（執行役員）     ４名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

 普通株式           3,100株  普通株式           3,100株

付与日  平成24年５月11日  平成25年５月10日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
 自 平成24年５月12日

 至 平成54年５月11日

 自 平成25年５月11日

 至 平成55年５月10日

 

  2014年度新株予約権 2015年度新株予約権

付与対象者の区分及び

人数

 当社取締役（社外取締役を除く） ３名

 当社従業員（執行役員）     ３名

 当社取締役（社外取締役を除く） ４名

 当社従業員（執行役員）     ４名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

 普通株式           3,500株  普通株式           3,200株

付与日  平成26年５月９日  平成27年５月８日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
 自 平成26年５月10日

 至 平成56年５月９日

 自 平成27年５月９日

 至 平成57年５月８日
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  2016年度新株予約権

付与対象者の区分及び

人数

 当社取締役（監査等委員である

 取締役及び社外取締役を除く）  ３名

 当社従業員（執行役員）     ３名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

 普通株式           8,600株

付与日  平成28年５月11日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
 自 平成28年５月11日

 至 平成58年５月10日

（注）株式数に換算して記載しております。 

 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成29年１月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの

数については、株式数に換算して記載しております。

 

 ①ストック・オプションの数

  2012年度新株予約権 2013年度新株予約権

権利確定前 （株）    

 前事業年度末 － －

 付与 － －

 失効 － －

 権利確定 － －

 未確定残 － －

権利確定後 （株）    

 前事業年度末 3,100 3,100

 権利確定 － －

 権利行使 － －

 失効 － －

 未行使残 3,100 3,100
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  2014年度新株予約権 2015年度新株予約権

権利確定前 （株）    

 前事業年度末 － －

 付与 － －

 失効 － －

 権利確定 － －

 未確定残 － －

権利確定後 （株）    

 前事業年度末 3,500 3,200

 権利確定 － －

 権利行使 － －

 失効 － －

 未行使残 3,500 3,200

 

 

  2016年度新株予約権

権利確定前 （株）  

 前事業年度末 －

 付与 8,600

 失効 －

 権利確定 8,600

 未確定残 －

権利確定後 （株）  

 前事業年度末 －

 権利確定 8,600

 権利行使 －

 失効 －

 未行使残 8,600
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 ②単価情報 

  2012年度新株予約権 2013年度新株予約権

権利行使価格 １円 １円

行使時平均株価 － －

付与日における公正な評価単価 790円 829円

 

  2014年度新株予約権 2015年度新株予約権

権利行使価格 １円 １円

行使時平均株価 － －

付与日における公正な評価単価 1,022円 1,235円

 

 

  2016年度新株予約権

権利行使価格 １円

行使時平均株価 －

付与日における公正な評価単価 1,147円

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当事業年度において付与された2016年度新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりであ

ります。

 

 ①使用した評価技法    ブラック・ショールズ式

 

 ②主な基礎数値及び見積方法

  2016年度新株予約権

 株価変動性（注）１ 17.505％

 予想残存期間（注）２ 9.9年

 予想配当（注）３ 32円／株

 無リスク利子率（注）４ △0.100％

（注）１．予想残存期間に対応する期間の株価をもとに算定しております。

（注）２．当社の内規における定年年齢をもとに、取締役及び執行役員の退任時期を見積り、退任後の権利行使

期間の中間点で権利行使がされると仮定し、当該期間を予想退任時期に加算して算定おります。

（注）３．予想配当率の見積は、原則として過去の実績に基づいて行うとされています。本試算において平成26

年１月期から平成28年１月期の３期平均の１株当たり年間配当予定額は30.00円となりますが、平成

29年１月期から年間普通配当額を32円とすることを予定しております。

（注）４．予想残存期間に近似する長期国債の複利利回りの平均値を採用しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（資産除去債務関係）

 該当事項はありません。

 

（賃貸等不動産関係）

 当社は、賃貸等不動産を所有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため記載を省略してお

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自  平成27年２月１日  至  平成28年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

制御用開閉器 接続機器 表示灯・表示器 電子応用機器 合計

1,073,588 1,613,064 697,849 617,487 4,001,989

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。

 

当事業年度（自  平成28年２月１日  至  平成29年１月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

制御用開閉器 接続機器 表示灯・表示器 電子応用機器 合計

1,048,294 1,512,953 617,668 591,015 3,769,932

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載を省

略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

 該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

関連当事者との取引 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引

前事業年度(自 平成27年２月１日 至 平成28年１月31日)

該当事項はありません。

 

当事業年度(自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日) 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内容 

又は職業 

議決権等の 

所有(被所有) 

割合(％) 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

主要株主 藤本 順子 － － － 

(被所有) 

直接 8.29 

（注１） 

－

自己株式 

の取得 

（注２） 

418,800 － － 

（注１）議決権等の被所有割合は、自己株式取得後のものであります。 

（注２）自己株式の取得は、東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取得しており、取引価格は

平成28年６月７日の終値によるものです。 

 

（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自 平成27年２月１日
  至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日

  至 平成29年１月31日）

１株当たり純資産額 1,689円46銭 1,733円82銭

１株当たり当期純利益金額 63円37銭 50円37銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額
63円26銭 50円22銭

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成28年１月31日）
当事業年度末

（平成29年１月31日）

純資産の部の合計額（千円） 10,652,038 10,246,138

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 11,559 19,946

（うち新株予約権（千円）） (11,559) (19,946)

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 10,640,478 10,226,192

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
6,298 5,898
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   ２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで 

あります。

 
前事業年度

（自 平成27年２月１日
至 平成28年１月31日）

当事業年度
（自 平成28年２月１日
至 平成29年１月31日）

１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益（千円） 399,124 304,108

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 399,124 304,108

 期中平均株式数（千株） 6,298 6,037

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益調整額（千円） － －

 普通株式増加数（千株） 11 17

（うち新株予約権（千株）） (11) (17)

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな

かった潜在株式の概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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６．その他

生産、受注及び販売の状況 

 当社は、電気制御機器の製造加工及び販売事業のみであるため、製品分類別に記載しております。 

[生産実績] 

当事業年度の生産実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

製品分類 
当事業年度 

（自 平成28年２月１日 
至 平成29年１月31日） 

前年同期比（％） 

制御用開閉器（千円） 934,850 85.6 

接続機器（千円） 1,522,409 95.6 

表示灯・表示器（千円） 678,856 96.6 

電子応用機器（千円） 677,129 111.4 

合計（千円） 3,813,245 95.5 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

 ２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

[受注状況]

当事業年度の受注状況を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

製品分類 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

制御用開閉器 1,037,581 94.5 160,464 93.7 

接続機器 1,519,157 95.1 129,064 105.0 

表示灯・表示器 635,131 90.7 91,859 123.5 

電子応用機器 585,951 93.3 88,911 75.1 

合計 3,777,821 93.9 470,300 96.6 

 （注）１．金額は販売価格で表示しております。 

 ２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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[販売実績]

① 当事業年度の販売実績を製品分類別に示すと、次のとおりであります。 

製品分類 
当事業年度 

（自 平成28年２月１日 
至 平成29年１月31日） 

前年同期比（％） 

制御用開閉器（千円） 1,048,294 97.6 

接続機器（千円） 1,512,953 93.8 

表示灯・表示器（千円） 617,668 88.5 

電子応用機器（千円） 591,015 95.7 

合計（千円） 3,769,932 94.2 

 （注）１．輸出高については、総販売実績に占める割合が10％未満であるため、省略しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

 

② 当事業年度の販売実績を販売形態別に示すと、次のとおりであります。 

販売形態 
当事業年度 

（自 平成28年２月１日 
至 平成29年１月31日） 

前年同期比（％） 

直接取引（千円） 2,902,084 97.9 

間接取引（千円） 867,847 83.7 

（うち、国内向け商社（千円）） （401,296） （87.1） 

（うち、海外向け商社（千円）） （466,550） （81.0） 

合計（千円） 3,769,932 94.2 

（注）１．金額は販売価格で表示しております。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３．商社との取引か否かにより、直接取引及び間接取引を区分しております。ただし、一部の商社との

取引を直接取引に含めております。 

４．当事業年度の海外向け商社の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

なお、海外向け商社への販売実績は、総販売実績の12.4％となっております。 

販路 

当事業年度 
（自 平成28年２月１日 
至 平成29年１月31日） 

金額（千円） 割合（％） 

東南アジア 197,003 42.2 

中近東 176,509 37.8 

中国 69,934 15.0 

欧州 7,388 1.6 

米国 15,715 3.4 

合計 466,550 100.0 

 

 

以 上 
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